
会員各位 

経営者・経営幹部・人事労務ご担当 殿 

(一社)茨城県経営者協会 

人事・賃金担当者実務講座のご案内 
 

高齢者雇用の設計･見直し担当者必見！ 

人事・賃金担当者実務講座 WEB 聴講対応講座 
～改正高齢法等を踏まえた高齢者処遇制度見直しのポイント～ 
 

 

 少子高齢化が進行し、若年労働者が減少していく中、企業としてはいかに高齢者を雇用し活躍推進を

図っていくかが喫緊の課題となっております。さらに、改正高年齢者雇用安定法が本年 4 月に施行さ

れ、70 歳までの就業確保措置を講じることが事業主の「努力義務」となるなど、高齢者雇用の拡大は

法律的にもその要請がますます強まっております。 

一方、高齢者雇用にあたっては、60 歳以降は職務内容や職責を変更するのかしないのか、それに伴

って処遇をどのように設定するのか、多様な働き方の選択肢をどこまで提供できるのか、定年延長で対

応するのか再雇用で対応するのかなど、さまざまな要素を検討したうえで、自社にとって最もふさわし

い雇用・処遇形態を設計する必要があります。さらに、中期的には 60 歳以前の年功的な人事賃金制度

の見直しも、高齢者雇用の拡大においては、より一層重要になってまいります。 

本講座では、高齢者雇用制度を設計または見直しする場合のポイントについて、各社の取組事例も交

えて解説いただきます。高齢者雇用制度の設計・見直しを検討中、または今後の参考にされたいご担当

者必見です。是非この機会にご参加くださいますようご案内申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

■ と き：令和 3 年 12 月 15 日(水) 13：30～16：30 
 

■ ところ：ホテル新東（筑西市乙 834 0296-24-3351） 
 

■ 参加費：会員：3,000 円/人（会員外：8,000 円/人） 
 
■ 定 員：３０名 ※定員になり次第締め切りさせていただきますので、お早めにお申込みください。 

            ※最小催行人数（15 人）に達しない場合、開催を延長または中止する場合があります。 
 
■ 申込方法：下記参加申込書にて、Fax または E メールにてお申し込み下さい。開催 5 日

前を目途に、会場地図等をお送り致します。WEB で聴講をご希望の方には、
後日聴講用 URL をご連絡致します。 

 
■ お問合せ：(一社)茨城県経営者協会 事務局 佐藤、澤畑(英) 

〒310-0801 水戸市桜川 2-2-35 茨城県産業会館 11 階 
Tel：029-221-5301 Fax：029-224-1109 E メール：satou＠ikk.or.jp 

 

主催：一般社団法人茨城県経営者協会

【聴講方法】本セミナーは、①当日会場にご来場頂いて聴講、②後日録画した講座を

WEB で聴講、をお選び頂けます。②WEB で聴講をご希望の方には、後日聴講用 URL※

をご連絡致します。(※開催 1 週間後を目途に公開予定) 

※新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえ、情勢によっては、事業の延期または中止となることも

ございますので、予めご了承願います。予定変更の際は、お申込された方にご連絡いたします。 

ＷEB 聴講対応講座 



■ 講座の主な内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

講師：(一社)経団連事業サービス人事賃金センター長 平田 武 氏 

 

 

 

 

 

「人事・賃金担当者実務講座（12/15）」参加申込書 
Fax：029-224-1109、E メール：satou@ikk.or.jp 

一般社団法人茨城県経営者協会 行き 

参加者ご氏名 参加者お役職名 
聴講方法 

※何れかを○で囲んで下さい 

  
① 会場聴講 

② Ｗｅｂ聴講 

  
① 会場聴講 

② Ｗｅｂ聴講 

  
① 会場聴講 

② Ｗｅｂ聴講 

 

会 社 名  

申込ご担当 

お 名 前 
 

申込ご担当 

所属部署名 
 

ＴＥＬ  Ｅメール  

 

※必ず E メールのご記入をお願い致します。 

※今回の参加者及び申込担当者のデータにつきましては、講師等への名簿配布以外の目的では使用しません。また、細心の 

注意をもって管理し、個人情報の漏洩、紛失、き損又は参加企業様の権利利益を損なうことの無いよう努めます。 

 
■ お問合せ：(一社)茨城県経営者協会 事務局 佐藤、澤畑(英) 

〒310-0801 水戸市桜川 2-2-35 茨城県産業会館 11 階 
Tel：029-221-5301 Fax：029-224-1109 E メール：satou＠ikk.or.jp 

 

主催：一般社団法人茨城県経営者協会 

大学卒業後、日経連入職。賃金部、労政部、教育研修部等を経て、2004 年に経団連労働政策本部労政・企

画 G 副長。その後、2008 年経団連事業サービス・人事賃金センター参事。2013 年より同・人事賃金セン

ター長。主な著書に「脱年功・仕事基準の職能資格制度の再設計」（経団連タイムス連載）等。  

〇 60 歳ならびに 65 歳以降の雇用・処遇状況 

〇 高齢者雇用拡大を見据えた賃金制度の見直しの方向 

〇 当面の 60 歳以降の賃金体系の整備 

〇 60 歳以前の年功型賃金体系の見直し 

〇 各社の取組事例（65 歳以降の取組事例含む） 


